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メンバー国との防災 

協力推進 

 

アジア防災会議2015

（ACDR2015）の開催 

１．アジア防災会議2015の開催 

 アジア地域での防災ネットワークの充実・強化、またアジア防災セン

ター（ADRC）の効果的な事業の推進に資するメンバー国ニーズの把握の

ために、メンバー国、アドバイザー国との情報共有は不可欠です。ADRC
は、日本国政府（内閣府）及び国連国際防災戦略事務局（UNISDR）と共

催し、メンバー国及び国際機関からの防災関係者を招聘し、災害の頻発す

るアジア地域における防災・減災の課題に関する情報共有、意見交換を行

い、関係機関との連携を更に促進させることを目的に、毎年「アジア防災

会議」を開催しています。 

 今年度の「アジア防災会議2015」は、2015年３月15日、同時期に仙台市

で開催された第３回国連防災世界会議（WCDRR）と併せ、国連防災世界

会議において現行の国際的な防災の取組指針「兵庫行動枠組」（HFA）の

後継の枠組が取りきめられる機会に、アジア地域におけるHFAの成果の確

認と、今後のポスト兵庫行動枠組の推進のため、アジア地域において必要

な防災施策について議論するために開催されました。 

 同会議には、メンバー国及びオブザーバー国から29か国、国連・国際機

関、地域機関、研究機関、援助機関、関連機関から23機関、その他一般の

傍聴者を合わせて約180名の参加がありました。 

  

 アジア防災会議2015で取り上げられた議題は以下の通りです。 

１. ADRCの兵庫行動枠組推進レビューとポスト兵庫行動枠組に対する

貢献 

２. 阪神・淡路大震災以降の兵庫県の創造的な復興の取組み 

３. フィリピンにおける台風被害の教訓と対策の進展 

４. キルギスにおける兵庫行動枠組の実施状況と今後の課題 

５. ネパールにおける兵庫行動枠組の実施状況と今後の課題 

６. 国際総合山岳開発センター（ICIMOD）における防災能力向上の取

組み 

 

 最初に、赤澤亮正内閣府副大臣より、３回目の国連防災世界会議におい

て、東日本大震災をはじめ大災害を繰り返し被ってきた日本の知見を世界
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に対し情報発信する意義と、アジア防災会議2015へ
の期待についての挨拶がありました。続いて、フェ

ン・ミン・カンUNISDRアジア太平洋地域事務所長

より、今回の防災世界会議の趣旨・概要紹介等があ

りました。さらに、ADRCの濱田センター長より、

参加者へのお礼に続いて、過去10年間にADRCが兵

庫行動枠組推進のために取り組んできた事業のレ

ビューと、ポスト兵庫行動枠組の推進のための新た

な取組みの提案がされました。 

 続いて、長年インドネシア国家防災庁（BNPB）
でADRCのフォーカルポイントであったスゲン・ト

リウトモ共氏を司会として、各メンバー国及び地域

におけるHFAの推進状況を共有しポスト兵庫行動枠組推進の課題を議論するパネルディスカッ

ションを行いました。 

 まず、兵庫県の杉本明文防災監より、阪神・淡路大震災後20年間にわたる兵庫県の取組みを、

兵庫行動枠組の５つの優先行動に沿い整理するとともに、それにもとづき、特に、兵庫県が推進

してきた創造的復興をポスト兵庫行動枠組において重視すべきと提言されました。 

 フィリピンからはアレクサンダー・パマ市民防衛局長官より、2013年の台風ハイヤン（フィリ

ピン名ヨランダ）における被害と対応を教訓として防災体制を整備した結果、2014年に来襲した

台風ハグピット（フィリピン名ルビイ）については被害を軽減することができた成果が報告され

ました。特に、各分野が連携して総合的に取り組む「社会全体のアプローチ」の重要性が強調さ

れました。 

 キルギスからは非常事態省国際協力局のカリバイ・カナトベック氏より、兵庫行動枠組の５つ

の優先行動に沿った同国の取り組みと課題が報告されました。さらに、ポスト兵庫行動枠組にお

ける重点的な取り組みの方向性が説明され、特に全ての関係機関との連携の重要性が強調されま

した。 

 ネパールからはダンガル・ラムシュワー内務省次官補より、兵庫行動枠組の５つの優先行動に

沿い、同国の取り組みと課題が報告されました。特に、地域機関と連携した取組みが報告される

とともに、ポスト兵庫行動枠組における重点的な取り組みの方向性が説明され、特に国及び地域

レベルにおいて、優先行動を推進するための体制作りの重要性が強調されました。 

 最後に、地域機関として、国際総合山岳開発センター（ICIMOD）のマンディラ・シュレスタ

主任水資源専門家より、ヒマラヤ山岳地域における自然災害への脆弱性と地域機関における防災

能力向上の取組みが報告されました。特に、地上における観測が困難な山岳地域において、衛星

技術や携帯電話等を活用した先進的な取組みが効果的であることが強調されました。 

 会議の締めくくりとして、ADRC名執潔所長より本会議の総括が述べられました。ここでは、

アジア防災会議2015が2015年３月15日、第３回国連防災世界会議のパブリック・フォーラムとし

て仙台で開催され、29か国から180人の参加を得られたことを冒頭に報告し、本会議の内容とし

ては、ADRCのこれまでの活動を含む各国の兵庫行動枠組推進状況が報告されるとともに、ポス

ト兵庫行動枠組における今後の新しい取組み方針や提言が共有されたことが述べられました。特

に、ADRCの新たな活動、創造的復興、早期警戒システム、関係機関連携の強化拡大、民間セク

ターとの連携等が強調されました。さらに、これらによって防災能力強化を実現させるために政

治的コミットメントが重要なことも報告されました。 
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●国際会議への参加 

フィリピン・マニラ都市圏における地震対策に係る官民連携の会合に出席、参加 

 2015年３月25日、カルロス・ロムロ財団やマニラ気象台などフィリピンにおける官民が一体

となった「マニラ首都圏地震対策委員会」専門家会合が開催されました。会場には、フィリピン

外務省や在マニラ日本大使館を含む政府関係者のほか、企業防災の関係者など90名以上の出席が

あり、ADRC研究部ならびに国際復興支援プラットフォーム（IRP）からは河内が参加しまし

た。 

 会議冒頭では、主催者より今会合の趣旨について説明がなされました。続いて、フィリピン国

立地震火山研究所のソリダム所長より、近い将来に発生が想定されているマニラ都市圏の断層型

地震と海溝型地震について発表がありました。ADRC/IRPとしては、日本における地震への備

え、かつての大規模地震後の応急・復旧・復興対策について、パワーポイントによる発表を行い

ました。2011年の東日本大震災以降、防災面における官民連携がさらに重要視され、政府や自

治体、企業、大学などの学術機関、市民と地域団体が有機的に連携しながら、復興支援や防災協
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２．アジア防災会議に関連するその他の活動 

 アジア防災会議はWCDRRのパブリック・フォー

ラムとして開催されましたが、ADRCはこれ以外に

２つのパブリック・フォーラムを主催しました。 

 

（１）アジア・太平洋地域における民間部門の防災

レジリエンス向上 －企業の先進的取組みに学ぶ－ 

 2015年３月16日、ADRCは「アジア・太平洋地域

における民間部門の防災レジリエンス向上- 企業の

先進的取組みに学ぶ -」と題したパブリック・

フォーラムを開催されました。本フォーラムでは、

自然災害の多発するアジア・太平洋地域の経済団体、企業の関係者を招き、多様な取組みについ

て報告し情報共有を図り、同地域の災害に対するレジリエンスの高い経済社会の実現を目指すこ

とを目的としました。 

 ７企業・機関より８名の登壇者が、防災に関する取組の進捗について発表し、続いてパネル

ディスカッションが行われました。開会式では、APEC緊急事態への備えワーキンググループ

（EPWG）共同議長・防災科学技術院（NCDR）事務局長、李維森氏は、アジア・太平洋地域に

あるグローバルに活躍する企業、機関が参加する、本フォーラムの意義について述べ、期待を示

しました。 

 

（２）コミュニティ防災：地域防災力の向上 

 2015年３月17日、「コミュニティ防災：地域防災力の向上」と題したパブリック・フォーラム

を開催しました。セッション１では、インドネシア政府、フィリピン政府、日本政府における地

方の防災力向上への取り組みついて紹介し議論が行われました。セッション２では、セッション

１での各国におけるコミュニティ防災活動からの教訓を受けて、災害に強い村やコミュニティの

構築に向けた新たなイニシアティブ等について議論されました。 

 本フォーラムは、インドネシア国家防災庁（BNPB）、国際協力機構（JICA）、ADRCの共催

により開催され、インドネシア、フィリピン、日本でのコミュニティ防災活動における様々な関

係者を巻き込んだ活動の重要性についての優良事例を紹介し、持続可能な今後の防災能力向上の

より良いあり方について議論されました。 
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力を進めていることについて述べました。防災における官民連携については、昨年2014年1月、

兵庫県神戸市で開催した｢IRP国際復興フォーラム2014｣に同国OCD副局長を日本に招聘、日本の

防災関係者やメディアを通じて、広くその重要性について訴求したこと、また、その後も、

ADRC・IRP共催による｢フィリピン地方政府行政官向け人材育成ワークショップ｣を同国の企業

体や民間部門と連携しながら、企画運営したことを紹介しました。 

 日本の防災行政システムをモデルとして、法改正・体制強化に着実に取り組んできたフィリピ

ンは、大規模災害発生後の国づくりにおける｢ビルド・バック・ベター(Building Back Better)｣の
概念が普及しつつあり、また都市化が進む中での地震災害対策や、高層ビルにおける長周期振動

対策など、中央政府、地方政府、NGO、地域コミュニティ、メディア、民間セクターといった

マルチ・ステークホルダーが一体となって取組む重要性にも、日本と共通の理解を示していま

す。 

 IRPとしては、ソフト・ハード両面における技術移転事業や人材育成事業等の分野について、

これまでもフィリピンへの防災協力を推し進めておりましたが、今後も引き続き、都市型地震に

係る事前復興計画の策定など同国の防災力強化に向けた支援を続けていきたいと考えています。 

 この件についてのお問合せは、河内(kouchi@receoveryplatform.org)までお願いします。 


